
キュウリ黄化えそ病は1994年に高知県で初めて確認

された新病害であり，メロン黄化えそウイルス

（Melon yellow spot virus; ＭＹＳＶ）に感染することに

よって引き起こされる（竹内ら，2001）。ＭＹＳＶは

1992年に静岡県のメロンで初めて発生が確認された新

種のトスポウイルスであり（Kato et al.，1999；加藤ら，

2000），ミナミキイロアザミウマ(Thrips palmi Karny)に

より媒介される（Kato et al.，1999）。静岡県のメロン

での確認後，ＭＹＳＶによる病気の発生地域が拡大し

ており，メロンでは２県，スイカとシロウリが各１県，

キュウリでは14県で発生が確認されている。

神奈川県では2003年に平塚市の半促成キュウリ栽培

圃場でキュウリ黄化えそ病が初確認された。その後，

発生圃場が徐々に拡大している。発生地域ではミナミ

キイロアザミウマ対策として防虫ネットの設置やタイ

ベックシートの敷設などの物理的防除や，定期的な農

薬散布など多大な負担を要している。そこで，今後の

防除対策に資するため，キュウリ黄化えそ病の発生が

継続している平塚市の施設内外において，本病の発病

とミナミキイロアザミウマの発生消長との関係を調査

した。

材料および方法

１．調査圃場

2004年と2005年のハウス半促成栽培とハウス抑制栽

培において，平塚市岡崎丸島地区の施設キュウリ団地

内の９施設（Ａ～Ｉハウス）と，そこより直線で約３
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ミナミキイロアザミウマの発生消長と
キュウリ黄化えそ病の発病との関係
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Relationship between Density of Thrips palmi and Occurrence 
of a MYSV-caused Disease on Cucumber

Makoto SUZUKI1, Masahiro OKAMOTO, Sakie KOINUMA, Motoharu YAMAGUCHI and Hidetoshi UEKUSA

摘　　　要

キュウリ黄化えそ病は，ミナミキイロアザミウマが媒介するMelon yellow spot virus（ＭＹＳ

Ｖ）を病原とする病害であり，神奈川県では2003年の初確認以来発生地域が拡大している。そ

こで，本病の発病とミナミキイロアザミウマ数との関係を知るために，2004～2005年にキュウ

リ黄化えそ病の発生が継続している平塚市の施設内外において，本病の発病株率と青色粘着ト

ラップに誘引されたミナミキイロアザミウマ数を調査した。その結果，半促成栽培では，定植

２ヶ月後から収穫終了時までの間に誘引されたミナミキイロアザミウマの総数とキュウリ黄化

えそ病の発病株率との間に相関関係（p<0.01）が認められた。抑制栽培では，定植後２ヶ月間

の生育期間中に誘引されたミナミキイロアザミウマの総数と，黄化えそ病発病株率との間で相

関関係（p<0.01）が認められた。以上のことから，周年キュウリを栽培している地域でのキュ

ウリ黄化えそ病対策として，半促成栽培では収穫期後半のミナミキイロアザミウマの侵入・増

殖を防ぐこと，抑制栽培では育苗期間中の防除を徹底し，半促成栽培への持ち込みを遮断する

ことが重要である。



ミウマが誘引された。本虫は九州本土以北では低温の

ため露地あるいは無加温施設での越冬は不可能と考え

られ，冬季は加温施設内でのみ発育を続けながら各態

が生存することが知られている。（河合，2001）。この

ことから最初のピークは，調査しているキュウリ施設

群及び近隣の花き栽培施設などにおいて換気のため開

放された天窓や側窓から分散した個体と考えられる。

その後６月下旬から７月上旬に第２ピークが，７月下

旬から８月中旬にかけて第３のピークが認められた。

第１図に調査地域が属する神奈川県湘南農協管内のキ

ュウリ栽培の作型を併せて示したが，第２ピークはハ

ウス半促成栽培の終期から片付け時，第３ピークは露

地栽培の終期から片付け時と重なっており，各作型の

片付けが発生ピークを示した主因と考えられる。発生

の終息は丸島地区では12月中旬，別名北地区では11月

上旬であった。

２．ハウス半促成栽培におけるミナミキイロアザミ

ウマの発生消長と，キュウリ黄化えそ病の発病

2004年の半促成栽培では，調査を行った全てのハウ

ス（３ハウス）でミナミキイロアザミウマが誘引され

たが，キュウリ黄化えそ病の発病は確認されなかった

（第１表）。２つのハウスでは野外でミナミキイロアザ

ミウマの誘引が観察される４月中旬以前には発生を確

認できなかったが，残る１ハウスでは定植後の２月上

旬から誘引され始めた。その後３ハウスとも収穫終了
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km離れた平塚市岡崎別名北地区の１施設（Ｊハウス）

を調査した。さらに2005年には岡崎丸島地区の露地圃

場も併せて調査した。各作型における調査施設数は第

１表に示した通りである。

２．ミナミキイロアザミウマの発生消長

施設内および野外に200cm2の青色粘着トラップ（IT

シート青）を１圃場当たり１～５枚設置し，７～10日

間隔でトラップを交換した。誘引・捕殺されたアザミ

ウマは，千脇ら（1994）の簡易同定法により種毎に計

数し，１枚当たりの誘引数に換算し，半旬値として示

した。

３．キュウリ黄化えそ病発生状況調査

圃場内に植栽されている全株についてキュウリ黄化

えそ病の発病株数を７～10日間隔で調査し，発病株率

として表した。なお黄化えそ病は，各圃場で発病株が

初確認された時のみＲＴ－ＰＣＲによりＭＹＳＶの感

染を確認し，それ以降は病徴に基づいて判断した。

結果と考察

１．ミナミキイロアザミウマの野外での発生消長

平塚市岡崎丸島地区と別名北地区の施設外に設置し

たトラップにおける誘引数の消長を2004年と2005年の

平均値として第１図に示した。初誘引は両地区とも

2004年は４月３半旬，2005年は４月６半旬であった。

この初誘引後４月下旬から５月上旬にかけて最初の発

生ピークが認められ，以降断続的にミナミキイロアザ
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第１図　湘南農協管内のキュウリの作型と平塚市岡崎地区におけるミナミキイロアザミウマの野外での発生消長
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間近の６月中旬から急激に誘引数が増加した（データ

省略）。生産者の防除履歴を見ると５月下旬までは定

期的に殺虫剤の散布が行われており，ミナミキイロア

ザミウマに対して適切な防除が行われていたと考えら

れる。しかし，それ以降は側窓の開放や防除圧の低下

などにより密度が増加したと考えられた。

2005年のハウス半促成栽培では，キュウリ黄化えそ

病は７施設中３施設で確認されたが（第１表），発病

株は10株以下であり１％未満の発病株率であった。第

２図に調査した７施設中４施設内でのミナミキイロア

ザミウマ誘引数と，黄化えそ病発病株率を示した。Ａ

ハウスが代表するようにミナミキイロアザミウマを栽

培期間中低密度に抑制し，黄化えそ病を確認できなか

った施設が４ハウスあった。Ｃハウスでは栽培後期に

なってミナミキイロアザミウマが増加し，それに伴っ

て黄化えそ病が発病した。またＧハウスでは，育苗期

間から栽培中期の４月下旬までミナミキイロアザミウ

マの誘引数を抑制していたが，本虫が増加する以前か

ら黄化えそ病が発病した。一方Ｊハウスでは育苗期間

中から多数のミナミキイロアザミウマが確認され，そ

の後の防除により本虫は抑制されたが栽培初期から黄

化えそ病が発病した。なお，ＧハウスとＪハウスで黄

化えそ病の発病株数が減少しているのは生産者が発病

株を除去したためであり，Ｊハウスではこの除去によ

り一時発病株が無くなったが，その後新たに発病し

た。

３．ハウス抑制栽培におけるミナミキイロアザミウ

マの発生消長と，キュウリ黄化えそ病の発病

ハウス抑制栽培では2004年および2005年とも調査し

た全ての施設でキュウリ黄化えそ病が発病した（第１

表）。第３図に2004年抑制栽培期間における調査した
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第２図　2005年半促成栽培施設内のミナミキイロアザミウマ誘引数とキュウリ黄化えそ病発病株率(%)



と，黄化えそ病の発病株率を示した。Ａハウスではミ

ナミキイロアザミウマの誘引数が増加するに従い黄化

えそ病発病株率が増大した。Ｄハウスでは，本虫を低

密度で抑制しているにも関わらず収穫期後半になって

黄化えそ病が発病した。また，Ｃ・Ｊハウスでは定植

後からミナミキイロアザミウマの密度が高く，栽培初

期から黄化えそ病が発病した。

生産者の防除履歴を見ると，Ａハウスでは定植直後

のシペルメトリン乳剤から，アセタミプリド水溶剤，

シペルメトリン乳剤，アセタミプリド水溶剤，ニテン

ピラム水溶剤，エマメクチン安息香酸塩乳剤と続き10

月中旬のクロルフェナピル水和剤以降は殺虫剤の散布

は行われていなかった。２ヶ月近く殺虫剤散布が行わ

れなかったことがミナミキイロアザミウマの増加につ

ながった主因と考えられる。Ｃハウスでは定植直後の

トルフェンピラド乳剤から，エマメクチン安息香酸塩

乳剤，トルフェンピラド乳剤，クロルフェナピル水和

剤，エマメクチン安息香酸塩乳剤が散布されていたが

ミナミキイロアザミウマ数の減少は見られなかった。

その後10月中旬にクロチアニジン水溶剤を散布した後

急激に誘引数は減少したが，再度誘引数が増加し，10

月下旬のスピノサド水和剤と11月下旬のアセタミプリ

ド水溶剤では防除しきれなかったと考えられる。一方，

Ｊハウスでは定植直後のエマメクチン安息香酸塩乳剤

から，スピノサド水和剤，クロルフェナピル水和剤，

イミダクロプリド水和剤と続き，10月下旬のクロチア

ニジン水溶剤のローテーションでミナミキイロアザミ

ウマを抑制することができていた。本種は侵入当初か

ら多くの殺虫剤に対して感受性が低下していたと考え

られ（河合，2001），新剤に対しても感受性が低下し

た個体群の出現が問題となっている（古味，2001）。

今後は，神奈川県内の個体群についても感受性検定を

行い，有効な剤の検索が必要であると考えられる。

収穫終了時の黄化えそ病発病株率は，全ハウス平均

で2004年が22.5％（最大46.8％，最小2.4％），2005年は

4.1％（最大10.5％，最小0.7％）となり，明らかに減少

した。これは，ミナミキイロアザミウマの物理的防除

や農薬散布対策の徹底，発病株の早期発見と早期除去
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第３図　2004抑制栽培施設内のミナミキイロアザミウマ誘引数とキュウリ黄化えそ病発病株率(%)



の徹底が行われたことによると思われる。また，病害

虫防除所職員が頻繁に各施設を巡回・調査し，直接生

産者と対話・議論を重ねたことも大きな要因と考えら

れる。

４．露地栽培におけるミナミキイロアザミウマの発

生消長と，キュウリ黄化えそ病の発病

ミナミキイロアザミウマは育苗期間中には確認する

ことはできなかった。しかし，定植３日目以降からト

ラップに誘引され，収穫終了時まで継続的に誘引され

た。黄化えそ病は定植23日後に19.9％の株で発病し，

その後経時的に発病株が増大し，７月下旬には96.4％

の株が発病した。このように，露地栽培では施設栽培

とは異なり，急激に被害が拡大することがわかった。

５．ミナミキイロアザミウマの発生数と，キュウリ

黄化えそ病発病との関係

単一の施設での粘着トラップへの誘引数と見取り成

虫数との間には有意な正の相関が見られることが知ら

れており（河合，1983；久保田ら，1983），施設内に

おける大まかなミナミキイロアザミウマ個体数の変動

を知るためにトラップ調査は有効と考えられている。

また，竹内（2002）は黄化えそ病の発生程度とミナミ

キイロアザミウマの寄生数との間には密接な関係があ

り，圃場内の本虫を低密度に管理することが，黄化え

そ病の被害を回避するうえで重要であることを報告し

ている。さらに，トラップ調査によりミナミキイロア

ザミウマの発生消長を把握することで，黄化えそ病の

発生予察が可能となれば有効な防除対策となりうると

考えられる。そこで，トラップに誘引されたミナミキ

イロアザミウマ数と，黄化えそ病発病株率との関係を

調べた。黄化えそ病の発病株数は収穫終了時点のデー

タとし，アザミウマ数は育苗期から収穫が本格的に開

始される定植後２ヶ月間（生育期間中）の合計値，お
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第４図　半促成栽培期間中のミナミキイロアザミウマ誘引数とキュウリ黄化えそ病発病株率との相関
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第５図　抑制栽培期間中のミナミキイロアザミウマ誘引数とキュウリ黄化えそ病発病株率との相関



よび収穫最盛期である定植２ヶ月後から収穫終了まで

の合計値とし，両者の相関を調べた。

半促成栽培における相関関係を第４図に，抑制栽培

における相関関係を第５図に示した。半促成栽培では

生育期間中に誘引されたミナミキイロアザミウマ合計

数と黄化えそ病発病株との間には相関は認められなか

ったが，収穫期間中に誘引されたミナミキイロアザミ

ウマ合計数との間に相関関係（r=0.91, p<0.01）が認め

られた。一方，抑制栽培では生育期間中に誘引された

合計数との間に相関関係が認められた（r =0.69, p

<0.01）が，収穫期間中の合計数との間には相関は認

められず，促成栽培とは逆の結果となった。すなわち

半促成栽培では栽培後期の管理が，抑制栽培では育苗

期から栽培初期の管理が重要であることがわかった。

ミナミキイロアザミウマは無加温施設では越冬でき

ないため，半促成栽培ハウスでは抑制栽培から持ち越

された本虫が気温の上昇および防除圧の低下により増

殖し，何らかの機会でウイルスを保毒したミナミキイ

ロアザミウマが，黄化えそ病を引き起こしたものと考

えられる。その後，半促成栽培の片付け時期と露地栽

培の定植・生育時期が重なり，分散したアザミウマが

露地栽培キュウリに寄生したと考えられる。竹内

（2002）が指摘しているように，露地栽培は圃場の内

外を物理的に遮断できる施設栽培とは異なり，アザミ

ウマの防除対策が限られている。また，この時期はミ

ナミキイロアザミウマの内的自然増加率が最も高い25

～30℃の温度帯であることから（河合，2001），増殖

を繰り返し，甚大なる被害を与えたと考えられる。さ

らに，露地栽培後期にはちょうど抑制栽培の播種・育

苗が行われており，この時期に施設内に侵入したミナ

ミキイロアザミウマが抑制栽培での被害をもたらした

と考えられる。このようにウイルスとミナミキイロア

ザミウマの宿主となるキュウリが周年存在し，伝染環

が途絶える期間がないことが黄化えそ病を防除するう

えでの問題点と考えられる。

以上のことから周年キュウリを栽培している地域で

のキュウリ黄化えそ病対策として，半促成栽培では収

穫期後半のミナミキイロアザミウマの侵入・増殖を防

ぐこと，抑制栽培では育苗期間中の防除を徹底し，半

促成栽培への持ち込みを遮断することが重要である。

また，被害拡大を未然に防ぐ為にはミナミキイロア

ザミウマとＭＹＳＶとの関係をさらに詳しく調べる必

要があり，今後ミナミキイロアザミウマのＭＹＳＶ保

毒率や媒介率，本虫のウイルス獲得時期等を解明する

必要がある。
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